
過疎地域における社会参加の定量化を目的とした時間バランスシートの開発 

 

鳥取大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻 学生会員 ○吉田絵梨子 

鳥取大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻 正会員 谷本圭志 

 

1. はじめに 

中山間地域の多くの集落では人口の減少に伴い集落

の持続可能性が危惧されている．その一方で，過疎化

は進みながらも「元気な集落」として着目され，急激

な人口の減少には直面していない集落があるのも事実

である．集落が持続可能であるための条件には様々な

要因が考えられるが，１つの重要な要因として，集落

の行事への参加，集落の人同士での会話などといった

集落住民の間での活発な社会参加があげられる． 

社会参加をすることは，基本的には社会活動におけ

る人と人との接触の機会をもつことであり，人々の間

での相互理解や帰属意識の醸成などをもたらし，ひい

ては集落の持続可能性に肯定的な影響をもたらしそう

である．しかしながら，例えば，集落の若者が高齢者

の生活支援という社会参加に過度に多くの時間を割か

れていれば，高齢者にとってはよいが，負担を感じた

若者が集落から流出するという可能性がある．このよ

うに，集落の持続可能性という観点で社会参加をとら

える場合にはそれを一括することは適当でなく，その

具体的な活動の内容に着目する必要がある．加えて，

上述のように，社会参加の機会の程度がどれほどであ

れば適度なのかということにも着目しなければならな

い．すなわち，機会の多さは「誰とどの活動において

接しているのか」という質的な側面と，「誰とどの活動

でどれだけの時間接しているのか」という量的な側面

があり，これらがそれぞれ持続可能性に影響を及ぼし

ていると考えられる． 

以上を踏まえれば，「誰とどの活動において接してい

るのか」，「誰とどの活動でどれだけの時間接している

のか」が把握できれば集落における社会参加の状況を

定量的に把握することができ，また，そのように定量

化することで集落の持続可能性との定量的な関係が検

討できるようになる．もし，その関係を特定すること

ができれば，社会参加の観点から集落の持続のための

政策・事業の立案が可能になり，持続可能な集落の形

成に有用であると考えられる． 

そこで本研究では，社会参加を「誰が」「誰と」「ど

の活動で」「何時間」過ごしたかが分かるよう記した表

を開発し，集落内の社会参加を定量化して把握するこ

とを試みるとともに，そのどの要素が集落の持続可能

性と関連しているのかについての試行的検討を行う． 

 

2. 本研究の基本的な考え方 

(1) 既往の研究 

集落の持続可能性に関する研究はこれまでに少なか

らず蓄積がある．谷本・森 1)は，いくつかの地域を対象

に，どの生活機能が住民の定住意向に支障を与えてい

るのかをロジットモデルを用いて分析している．また，

谷本・垣田 2)は，集落が持続可能であるためには生活支

援を供給できる人と必要とする人の数がバランスする

ことが必要であるとした上で，それぞれの生活機能を

維持するために集落内において支援の需給量を把握す

るアプローチを提案している．しかし，これらの研究

について，生活支援や相互扶助を通じて社会参加が持

続可能性に影響を及ぼすことを間接的には示している

ものの，具体的な検討には及んでいない． 

 

(2) アプローチ 

社会参加の状況を特徴づける「誰が」「誰と」「どの

活動で」「何時間」過ごしたかを一覧できるようにする

ため，本研究では，バランスシートや産業連関表を参

考とする．企業で一般的に作成されているバランスシ

ートは，企業の持続可能性の診断にも用いられており，

資金の投入（調達）と消費（運用）の部で構成されて

いる．社会参加においても，ある人が時間を「投入」

してある活動を生産するとともに，その生産されたサ

ービスを自分や他人が「消費」するという構造がある

と考えられる．よって，社会参加の状態を「投入」と

「消費」の考え方を用いて考えることで，集落の持続

可能性も分かるのではないかと考えられる． 

ただし，誰かが生産した社会参加のサービスを誰が，

もしくは誰と消費するかについては多様な主体が想定

されるため，この点からは多様な産業の間での関連構

造を一覧しうる産業連関表の形式が有効と考えられる．

そこで以下では，バランスシートの考え方を産業連関

表の形式で整理した時間バランスシート 3)の作成方法

を検討する． 

 

3. 時間バランスシートの作成方法 

時間バランスシートの作成にあたり，まず社会参加

を構成する活動の分類を決める．具体的には，自分が

自分のために時間を投入し消費する「個人活動」（例：

趣味），個人が家族のために時間を投入し，家族がその

時間を消費する「家族活動」（例：家事），その他「地

域活動」（例：集落の運動会），「地域外活動」に分類す

ることができる．この分類に属する具体的な活動の例

を表 1 に示す．なお，個人活動においては，年齢別の

時間的な負担・受益を明らかにするため，未成年，成

人，高齢者に分類した． 

時間バランスシート作成に必要なデータは，アクテ

ィビティーダイアリー調査で得ることができる．具体

的には，活動を行った人の年齢，活動の内容および実

施時間，活動をともにした人，その人々の居住地のデ

ータを必要とする． 

 



表 1 活動の分類の内容 

個人活動 食事，運動，趣味，受診，休息，読書，観光，

ゲーム，TV，インターネット，地域の共同農作

業等，入浴，私用等 

家族活動 食事，運動，受診，家事，買い物，世話，送迎

等 

地域活動 食事，運動，寄合・社交，世話，送迎，祭りの

準備，地域芸能の練習等 

地域外活動 食事，運動，受診，観光，寄合・社交，学習・

お稽古等 

 

表 2 時間バランスシートの構成例 

     個人活動 家族活動 集落活動 その他 集落外活動
18歳 18～64 65歳 食事 食事 食事
未満 歳未満 以上 合計

個人活動 18歳未満 200 3000 400 3600
18～64歳 300 65000 13000 78300
65歳以上 500 20000 1900 22400

家族活動 食事 12000 50000 8000 70000

集落活動 食事 10000 2300 3000 15300

その他
集落外活動 食事

合計 22200 52600 11500 88000 15300 189600

 

表 3 相関分析の結果（投入側） 

年齢 誰と 活動内容 相関 

成人 地域の人と 運動 正 

成人 地域の人と 寄合・社交 正 

高齢者 地域の人を 送迎 負 

高齢者 自分だけ 個人活動 正 

 
表 4 相関分析の結果（消費側） 

年齢 誰と 活動内容 相関 

未成年 家族と 食事 正 

成人 地域の人と 運動 正 

成人 地域の人と 寄合・社交 正 

成人 家族に 買い物 正 

高齢者 家族に 買い物 正 

高齢者 自分だけ 個人活動 負 

高齢者 家族と 食事 負 

高齢者 家族を 介護 負 

 

得られたデータを時間バランスシートに入力する際， 

時間の割り当てルールを要する活動がある．それらと

しては運動や食事といった①活動の実施主体が自分以

外にも存在し，その活動に費やされた時間を自分含む

全員が消費する活動，世話や送迎といった②自分が活

動に時間を投入し，自分以外がその時間を消費する活

動，家事や買い物といった③自分が時間を投入し，自

分を含め全員がその活動を消費する活動があり，それ

らごとにルールを設定し割り当てた． 

時間バランスシートの簡単な設定を表 2 に示す．こ

の表は以下を表している．個人活動の 18 歳未満の行に

3000 とあるが，これは集落における未成年が家族との

食事に時間を 3000 分投入したことを意味する．個人活

動の 18～64 歳の列に 2300 とあるが，これは集落にお

ける成人が，集落の人との食事に投入された時間を

2300 分消費したことを示す．また，個人活動の 65 歳以

上の行をみると 500 とあるが，これは集落における高

齢者が，自分のために時間を 500 分投入し，その投入

された 500 分を自分で消費したことを示している． 

 

4. 持続可能性との関係分析 

ある地域を対象に時間バランスシートを作成し，集

落の持続可能性との関係について分析した．持続可能

性の指標を壮年人口の増減率とし，この指標と相関す

る社会参加の活動時間を特定した．その際，投入され

た時間および消費された時間の二つの時間と持続可能

性との相関をそれぞれ検討した．その結果を表 3, 4 に

示す．なお，相関が正である場合は，当該の活動が集

落の持続可能性に肯定的な影響をもたらすことを意味

している． 

集落の住民が集落の人と運動した時間，寄合や社交

にかけた時間が特定された．また，高齢者が家族から

介護を受ける時間が多い集落や，高齢者が送迎を行う

集落は，人口減少率は高いという結果となった．この

ような結果となった理由について，地域の人と運動を

一緒に行う時間が多いということは，自分の時間を割

いても地域の人と一緒にいたいという気持ちがあると

考えられる．また寄合・社交の時間も，地域を活性化

したいという思い，また愛着を持つという面で重要で

ある．高齢者が同じ集落の人の送迎をしている集落が

人口の減少率が多いことについては，高齢者が仕方な

く若者でなく高齢者に頼りきっている社会が想像され，

地域のつながりがうまく働いていない地域であると考

えられる．また，高齢者が家族から介護を受ける時間

が多い集落ほど人口の減少率が高いことも，住民が自

分の時間を介護に使い，あまり自分の時間を持つこと

ができない住民が多い集落であると考えられる．これ

より公共交通の維持や，地域運動会の開催が集落の持

続可能性には有効と考えられる． 
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